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（訂正）「平成 18 年 3 月期決算短信（連結）」の一部訂正について 
 
平成 18 年 5 月 8 日に発表いたしました「平成 18 年 3 月期決算短信（連結）」の一部に誤りがありまし

たので、下記のとおり訂正させていただきます。 
なお、訂正箇所は  線で表示しております。 

 

記 
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 3. 経営成績及び財政状態  

(2)財政状態 

②キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

〈訂正前〉 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、89,882 百万円の減少（前連結会計

年度は16,202 百万円の増加）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益が16,311 百万円

（前連結会計年度比4,948 百万円の増加）となったものの、ローン事業において不動産ファイナンス

（不動産担保融資）を中心とした営業貸付金の純増加による資金の減少が82,894 百万円（前連結会計

年度は20,994 百万円の資金の増加）となったこと及び債権管理回収事業において積極的な事業活動に

伴う買取債権の純増加による資金の減少が10,187 百万円（前連結会計年度は10,188 百万円の資金の

減少）となったことによるものであります。 

 

〈訂正後〉 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、89,882 百万円の減少（前連結会計

年度は16,202 百万円の増加）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益が16,311 百万円

（前連結会計年度比4,948 百万円の増加）となったものの、ローン事業において不動産ファイナンス

（不動産担保融資）を中心とした営業貸付金の純増加による資金の減少が80,891 百万円（前連結会計

年度は20,994 百万円の資金の増加）となったこと及び債権管理回収事業において積極的な事業活動に

伴う買取債権の純増加による資金の減少が10,187 百万円（前連結会計年度は10,188 百万円の資金の

減少）となったことによるものであります。 
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(3)経営指標のトレンド 

〈訂正前〉 

 
 

平成 14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率 24.3％ 22.0％ 25.9％ 29.1％ 22.8％ 

時価ベースの自己資
本比率 30.6％ 30.1％ 51.6％ 68.5％ 100.5％ 

債務償還年数 9.4年 7.6年 7.2年 13.7 年 33.7 年 

インタレスト・カバレ
ッジ・レシオ 4.0倍 5.4倍 5.8倍 3.7倍 2.7倍 

 

〈訂正後〉 

 
 

平成 14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

自己資本比率 24.3％ 22.0％ 25.9％ 29.1％ 22.8％ 

時価ベースの自己資
本比率 30.6％ 30.1％ 51.6％ 68.5％ 100.5％ 

債務償還年数 9.4年 7.6年 7.2年 13.7 年 46.4 年 

インタレスト・カバレ
ッジ・レシオ 4.0倍 5.4倍 5.8倍 3.7倍 1.9倍 
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 4. 連結財務諸表等  

(4)連結キャッシュ・フロー計算書 

〈訂正前〉 

  前連結会計年度 
自平成16年４月 １日

至平成17年３月31日

当連結会計年度 
自平成17年４月 １日 

至平成18年３月31日 

増減 

（△印減） 

区分 
注記

番号

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

前期比

(%) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

貸倒償却額 8,768 10,787 2,019

持分変動差損（△は差益） △1,341 43 1,385

未収営業貸付金利息の減少額 (△は増加額) 229 △166 △396

未経過営業貸付金利息の増加額(△は減少額) △9 68 78

役員賞与の支払額 △72 △83 △11

その他 △2,140 △17,269 △15,129

小計 19,123 12,257 △6,866 △35.9

預金利息及び配当金の受取額 28 113 85

利息の支払額 △2,956 △2,750 206

法人税等の支払額 △5,266 △2,301 2,964

小計 10,928 7,318 △3,610 △33.0

営業貸付金の貸付による支出 △118,812 △206,946 △88,133

営業貸付金の回収による収入 107,110 124,052 16,941

営業貸付金の売却による収入 32,696 － △32,696

債権の買取による支出 △16,896 △17,853 △957

買取債権の回収による収入 6,708 6,955 246

買取債権の譲渡による収入 － 711 711

リース資産の取得による支出 △2,466 △2,973 △506

割賦債権の減少額（△は増加額） △3,065 △1,146 1,919

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,202 △89,882 △106,085 △654.8



 

〈訂正後〉 

  前連結会計年度 
自平成16年４月 １日

至平成17年３月31日

当連結会計年度 
自平成17年４月 １日 

至平成18年３月31日 

増減 

（△印減） 

区分 
注記

番号

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

金額 

(百万円) 

前期比

(%) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

貸倒償却額 8,768 8,785 16

持分変動差損（△は差益） △1,341 43 1,385

未収営業貸付金利息の減少額 (△は増加額) 229 △166 △396

未経過営業貸付金利息の増加額(△は減少額) △9 68 78

役員賞与の支払額 △72 △83 △11

その他 △2,140 △17,269 △15,129

小計 19,123 10,254 △8,868 △46.4

預金利息及び配当金の受取額 28 113 85

利息の支払額 △2,956 △2,750 206

法人税等の支払額 △5,266 △2,301 2,964

小計 10,928 5,315 △5,613 △51.4

営業貸付金の貸付による支出 △118,812 △206,946 △88,133

営業貸付金の回収による収入 107,110 126,054 18,944

営業貸付金の売却による収入 32,696 － △32,696

債権の買取による支出 △16,896 △17,853 △957

買取債権の回収による収入 6,708 6,955 246

買取債権の譲渡による収入 － 711 711

リース資産の取得による支出 △2,466 △2,973 △506

割賦債権の減少額（△は増加額） △3,065 △1,146 1,919

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,202 △89,882 △106,085 △654.8
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 4. 連結財務諸表等  

(9)注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度（平成 18 年 3 月 31 日） 
〈訂正前〉 

1 (2)上記に対応する債務 

 科  目 金  額  

 短 期 借 入 金 1,276 百万円  

 一年内返済予定長期借入金 10,183  

 長 期 借 入 金 8,021  

 計 19,481  

 
〈訂正後〉 

1 (2)上記に対応する債務 

 科  目 金  額  

 短 期 借 入 金 5,276 百万円  

 一年内返済予定長期借入金 10,183  

 長 期 借 入 金 8,021  

 計 23,481  

 
以 上 

本プレスリリースに関するお問い合わせは下記までお願い致します。 
（広報室）０３－３３４８－２４１７ 
（ＩＲ部）０３－３３４８－２４２３ 

The Total Financial Solution Provider 
http://www.nisgroup.jp/ 


